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鳥取市気高町勤労者体育センター、鳥取市気高町農業者トレーニングセンター、 

鳥取市気高町Ｂ＆Ｇ海洋センター、鳥取市気高町運動広場、 

鳥取市気高町龍見台テニスコート、鳥取市鹿野町農業者トレーニングセンター、 

鳥取市鹿野町Ｂ＆Ｇ海洋センター、鳥取市鹿野町運動広場、 

鳥取市青谷町グラウンド、鳥取市青谷町グラウンドテニスコート、 

鳥取市青谷町農村広場、鳥取市青谷町体育館及び 

鳥取市青谷町農林漁業者トレーニングセンター募集要項 
 

鳥取市気高町勤労者体育センター、鳥取市気高町農業者トレーニングセンター、鳥取市気高町

Ｂ＆Ｇ海洋センター、鳥取市気高町運動広場、鳥取市気高町龍見台テニスコート、鳥取市鹿野町

農業者トレーニングセンター、鳥取市鹿野町Ｂ＆Ｇ海洋センター、鳥取市鹿野町運動広場、鳥取

市青谷町グラウンド、鳥取市青谷町グラウンドテニスコート、鳥取市青谷町農村広場、鳥取市青

谷町体育館及び青谷町農林漁業者トレーニングセンター（以下「体育センター等」という。）は、

「地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）」第２４４条の２第３項、鳥取市

体育館の設置及び管理に関する条例（昭和４８年鳥取市条例第４８号。以下「体育館条例」とい

う。）第１７条、鳥取市農林漁業者トレーニングセンターの設置及び管理に関する条例（平成１６

年鳥取市条例第１２０号。以下「トレーニングセンター条例」という。）第３条、鳥取市海洋セン

ターの設置及び管理に関する条例（昭和５９年鳥取市条例第２２号。以下「海洋センター条例」

という。）第３条、鳥取市多目的運動広場の設置及び管理に関する条例（平成１６年鳥取市条例第

１１１号。以下「多目的運動広場条例」という。）第１４条、鳥取市テニス場の設置及び管理に関

する条例（昭和５５年鳥取市条例第２号。以下「テニス場条例」という。）第１４条、及び鳥取市

多目的スポーツ広場の設置及び管理に関する条例（平成１６年鳥取市条例第１５０号。以下「多

目的スポーツ広場条例」という。）第１４条及び「鳥取市公の施設に係る指定管理者の指定の手続

等に関する条例（平成１６年鳥取市条例第１８号）」の規定に基づき、以下のとおり指定管理者の

公募を行います。 

応募にあたっては、指定管理者制度の趣旨及び鳥取市（以下「本市」という。）の財政状況を十

分理解し、民間事業者としてのノウハウを活用し、最小の経費で最大の住民サービス向上につな

がる取り組みを積極的に提案してください。 

※本市の財政状況については、「第１１次鳥取市総合計画」中「第１編 基本構想 第３章 

人口と財政の長期的な見通し ３ 財政の見通し」P.5～6 

参照 URL httpｓ://www.city.tottori.lg.jp/www/contents/1615963563476/ 

 

１ 公募する施設の概要 

⑴ 名 称  鳥取市気高町勤労者体育センター 

⑵ 所 在 地   鳥取市気高町宝木９０４番地２ 

⑶ 施設設置目的  市民の体育振興と健康の増進を図るため 

⑷ 施設の範囲 

① 敷地面積  １，７１１．００㎡ 

② 施設内容  ・鉄筋平屋折版葺 

アリーナ、事務室、更衣室（男女）、器具庫、トイレ３カ所 
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・駐車場（１０台程度） 

⑸ 開 設 年 月   昭和５７年４月 

⑹ そ の 他  行政財産使用許可：自動販売機１台（令和７年度時点） 

  敷地内は全面禁煙です。 

 

⑴ 名 称  鳥取市気高町農業者トレーニングセンター 

⑵ 所 在 地   鳥取市気高町浜村２３３番地２ 

⑶ 施設設置目的  農林漁業者の保健体育の向上と地域連帯感の醸成を図るため 

⑷ 施設の範囲 

① 敷地面積  ６，０３７.９３㎡ 

② 施設内容  ・鉄筋コンクリート造及び鉄骨造 

１階：アリーナ、事務室、研修室、健康管理室、更衣室（男女）、器

具庫、トイレ３カ所、機械室、給湯室  

２階：観覧席 

・駐車場（乗用車３０台程度） 

⑸ 開 設 年 月  昭和５８年９月 

⑹ そ の 他  行政財産使用許可：自動販売機２台（令和７年度時点） 

           敷地内は全面禁煙です。 

 

⑴ 名 称  鳥取市気高町Ｂ＆Ｇ海洋センター 

⑵ 所  在  地  鳥取市気高町浜村５９０番地 

⑶ 施設設置目的  市民の体育振興と健康の増進を図るため 

⑷ 施設の範囲 

① 敷地面積  ９５９㎡ 

② 施設内容  ・プール（２５ｍ×１３ｍ ６コース 鉄筋コンクリート）  

・補助プール（６ｍ×１０ｍ 鉄筋コンクリート）  

・事務室、更衣室（男女）、トイレ（男女）、機械室 

⑸ 開 設 年 月  昭和６０年６月 

⑹ そ の 他  敷地内は全面禁煙です。 

 

⑴ 名 称  鳥取市気高町運動広場 

⑵ 所  在  地  鳥取市気高町浜村６１２番地 

⑶ 施設設置目的  農林漁業者等の健康と福祉の増進、コミュニティの形成を図るため 

⑷ 施設の範囲 

① 敷地面積  １３，８３９㎡ 

② 施設内容  多目的広場、器具庫、トイレ（男女） 

⑸ 開 設 年 月  昭和６２年４月 

⑹ そ の 他  敷地内は全面禁煙です。 
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⑴ 名 称  鳥取市気高町龍見台テニスコート 

⑵ 所  在  地  鳥取市気高町日光９５１番地 

⑶ 施設設置目的  市民の体育振興と健康の増進を図るため 

⑷ 施設の範囲 

① 敷地面積  ２，８８６㎡ 

② 施設内容  ・テニス場（オムニコート４面）、付属棟１棟（木造平屋建４８㎡、更衣

室、倉庫、トイレ、シャワールーム） 

・駐車場 

⑸ 開 設 年 月  平成６年６月 

⑹ そ の 他  行政財産使用許可：自動販売機１台（令和７年度時点） 

           敷地内は全面禁煙です。 

 

⑴ 名 称  鳥取市鹿野町農業者トレーニングセンター 

⑵ 所  在  地  鳥取市鹿野町鹿野３４２番地 

⑶ 施設設置目的  農林漁業者の保健体育の向上と地域連帯感の醸成を図るため 

⑷ 施設の範囲 

① 敷地面積  ４，８０６㎡ 

② 施設内容  ・鉄筋コンクリート 

１階：鹿野地区公民館、アリーナ（多目的ホール）、更衣室（男

女）、トイレ（男女及び障がい者）、トレーニング室、ミーテ

ィング室、遊戯室、図書室、事務室、相談室、休養室、機械

室、倉庫（健康管理室）、玄関・風除室 

２階：和研修室、洋研修室、生活改善室、資料室、トイレ（男女）  

・屋外（器具庫、駐車場（乗用車５０台程度）） 

⑸ 開 設 年 月  昭和５６年４月 

⑹ そ の 他  行政財産使用許可：自動販売機２台（令和７年度時点） 

          敷地内は全面禁煙です。 

 

⑴ 名 称  鳥取市鹿野町Ｂ＆Ｇ海洋センター 

⑵ 所  在  地  鳥取市鹿野町今市１８７番地 

⑶ 施設設置目的  市民の体育振興と健康の増進を図るため 

⑷ 施設の範囲 

① 敷地面積  ２，９５８．８８㎡ 

② 施設内容  ・プール（２５ｍ×１３ｍ ６コース ステンレス製） 

・補助プール（６ｍ×１０ｍ ステンレス製） 

・管理棟（更衣室・機械室・事務室） 

⑸ 開 設 年 月  昭和６１年６月 

⑹ そ の 他  敷地内は全面禁煙です。 
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⑴ 名 称  鳥取市鹿野町運動広場 

⑵ 所  在  地  鳥取市鹿野町鹿野２２８５番地 

⑶ 施設設置目的  農林漁業者等の健康と福祉の増進、コミュニティの形成を図るため 

⑷ 施設の範囲 

① 敷地面積  １８，９７２㎡ 

② 施設内容  ・野球場（多目的広場）、テニス場（クレーコート ３面）、管理棟（器具

庫、更衣室、男女トイレ）、憩いの広場 

・駐車場 

⑸ 開 設 年 月  昭和５８年４月 

⑹ そ の 他  行政財産使用許可：自動販売機１台（令和７年度時点） 

          敷地内は全面禁煙です。 

 

⑴ 名 称  鳥取市青谷町グラウンド 

⑵ 所  在  地  鳥取市青谷町青谷１３５１番地他 

⑶ 施設設置目的  市民の健康増進及びスポーツの振興に資するため 

⑷ 施設の範囲 

① 敷地面積  ２３，７１２㎡ 

② 施設内容  ・野球場、観覧席（１塁・３塁側）、夜間照明設備、外構、管理棟（事務

室、男女更衣室、男女トイレ、身障者トイレ等） 

・駐車場 

⑸ 開 設 年 月  平成元年７月 

⑹ そ の 他  行政財産使用許可：自動販売機１台（令和７年度時点） 

          敷地内は全面禁煙です。 

 

⑴ 名 称  鳥取市青谷町グラウンドテニスコート 

⑵ 所  在  地  鳥取市青谷町青谷１３５１番地他 

⑶ 施設設置目的  市民の体育振興と健康の増進を図るため 

⑷ 施設の範囲 

① 敷地面積  ３，３２５㎡ 

② 施設内容  テニス場（クレー仕上 ４面）、夜間照明設備 

⑸ 開 設 年 月  平成元年７月 

⑹ そ の 他  敷地内は全面禁煙です。 

 

⑴ 名 称  鳥取市青谷町農村広場 

⑵ 所  在  地  鳥取市青谷町青谷５２８３番地１ 

⑶ 施設設置目的  農林漁業者等の健康と福祉の増進、コミュニティの形成を図るため 

⑷ 施設の範囲 

① 敷地面積  ４，６０３㎡ 

② 施設内容  多目的広場（ピッチャープレート、仮設バックネット含む）、管理棟（平 

屋建て、事務室、和室、トイレ、倉庫等）、緑地公園 
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⑸ 開 設 年 月  昭和６２年４月 

⑹ そ の 他  敷地内は全面禁煙です。 

 

⑴ 名 称  鳥取市青谷町体育館 

⑵ 所  在  地  鳥取市青谷町善田２９番地 

⑶ 施設設置目的  市民の体育振興と健康の増進を図るため 

⑷ 施設の範囲 

① 敷地面積  １，１６３㎡ 

② 施設内容  ・鉄骨造 

アリーナ、事務室、更衣室（男女）、器具庫、トイレ（男女） 

⑸ 開 設 年 月  昭和５１年１０月 

⑹ そ の 他  行政財産使用許可：自動販売機１台（令和７年度時点） 

          敷地内は全面禁煙です。 

 

⑴ 名 称  鳥取市青谷町農林漁業者トレーニングセンター 

⑵ 所  在  地  鳥取市青谷町露谷５０番地 

⑶ 施設設置目的  農林漁業者の保健体育の向上と地域連帯感の醸成を図るため 

⑷ 施設の範囲 

① 敷地面積  ２，０８７㎡ 

② 施設内容  ・鉄骨造 

１階：アリーナ、事務室、更衣室（男女）、器具庫、トレーニング室、 

トイレ（男女及び身体障がい者）、シャワー室（男女） 

         ２階：観覧席 

⑸ 開 設 年 月  昭和５７年６月 

⑹ そ の 他  行政財産使用許可：自動販売機１台（令和７年度時点） 

          敷地内は全面禁煙です。 

 

２ 指定管理者の指定期間 

⑴ 指定期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までとします。ただし、体育セ

ンター等の管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定期間の中途においても指

定を取り消すことがあります。 

⑵ 指定期間中に体育センター等の大規模改修等が必要となった結果、施設の利用ができなく

なり、管理が不要となった場合には、鳥取市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の指

示により管理を中断することがあります。この期間の指定管理料については、別途協議によ

り定めることとします。 

 

３ 募集の日程 

期   間 内   容 

令和７年９月２５日～１０月３０日 募集要項の配布 
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令和７年９月２５日～１０月１４日 募集に関する質問書の受付 

令和７年１０月８日 業務説明会及び現地見学会 

令和７年１０月２３日～１０月３０日 応募書類の受付 

令和７年１１月初旬 
選考ヒアリング（正式な日程は別途連絡しま

す。） 

令和７年１１月下旬 指定管理者候補者の選定結果通知 

令和７年１２月議会（予定） 指定管理者の指定 

 

４ 指定管理者が行う業務の範囲 

  指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとします。詳細は体育センター等指定管理業務仕

様書（以下「仕様書」という。）を参照してください。 

⑴ 体育センター等の施設・設備の維持管理及び運営に関する業務 

体育館条例、トレーニングセンター条例、海洋センター条例、多目的運動広場条例、テニ

ス場条例及び多目的スポーツ広場条例に基づく施設・設備の維持管理及び運営に関する業務

（利用者が快適かつ安全に施設を利用できるようにするための施設・設備の保守管理、清掃

及び修繕等） 

⑵ 体育センター等の利用の許可及び利用の制限に関する業務 

  体育館条例、トレーニングセンター条例、海洋センター条例、多目的運動広場条例、テニ 

ス場条例及び多目的スポーツ広場条例に基づく利用の許可及び体育センター等からの退去 

命令 

⑶ 体育センター等の利用料金の徴収及び減免に関する業務 

体育館条例、トレーニングセンター条例、海洋センター条例、多目的運動広場条例、テニ

ス場条例及び多目的スポーツ広場条例に基づき決定した利用料金の徴収及び減免に関する業

務 

⑷ その他体育センター等の運営に関する業務 

施設内の案内、衛生環境の確保、火災、盗難等の事故及び事件の予防措置、利用者へのサ 

ービスの提供並びに体育センター等の利用促進に関すること 

⑸ 上記のほか、施設の管理運営上、教育委員会が必要と認める業務 

 

５ 指定管理者が行う管理の基準 

⑴ 管理運営の基本方針 

  体育センター等を管理運営するにあたり、次に掲げる項目に沿って行ってください。 

① 体育館条例、トレーニングセンター条例、海洋センター条例、多目的運動広場条例、テ 

ニス場条例及び多目的スポーツ広場条例に規定する基本理念に基づき運営管理を行うこと。 

② 公の施設であることを念頭において、公平な運営を行うこと。 

③ 利用者の意見に対し十分な配慮を行うとともに、管理運営に反映させ、サービスの向上

に努めること。 

④ 個人情報の保護を徹底すること。 

⑤ 効率的な運営を行い、管理運営費の節減に努めること。 
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⑥ ごみの減量、省エネルギー、CO２削減等、環境に配慮した運営を行うこと。 

⑦ 関係法令等を遵守した管理運営を行うこと。 

⑵ 休館日・開館時間等 

① 休館日及び開館時間等 

施設名 休館日 開館時間 現在の運営状況 

鳥取市気高町勤

労者体育センタ

ー 

・１２月２９日から

翌年の１月３日まで 

午前９時から

午後１０時ま

で 

・鳥取市気高町農業者トレーニン

グセンターで鍵の貸し出しを行う 

鳥取市気高町農

業者トレーニン

グセンター 

・１２月２９日から

翌年の１月３日まで 

・休日 

午前９時から

午後１０時ま

で 

  

鳥取市気高町Ｂ

＆Ｇ海洋センタ

ー 

・９月１日から ６

月１５日まで 

・月曜日及び休日 

午前１０時か

ら午後７時ま

で 

・平日も開館 

【中学校の授業】 

・６月中旬から７月中旬は月曜日

も含め気高中学校の体育授業で占

用（年６０時間程度） 

・授業中は中学校の責任で使用す

るため監視等は行わない 

【一般開放】 

 ・６月中は午後１時から午後５

時まで 

・７月（夏休みまで）は午後１時か 

ら午後７時まで 

・夏休みから８月３１日までは午

前１０時から午後７時まで 

・正午から午後１時までは休憩 

鳥取市気高町運

動広場 

  午前６時から

午後１０時ま

で 

・鳥取市気高町農業者トレーニン

グセンターで鍵の貸し出しを行う 

・１２月２９日から翌年の１月３

日までは休場 

・開場時間は午前９時から午後１

０時まで 

鳥取市気高町龍

見台テニスコー

ト 

・１２月２９日から 

翌年の１月３日まで 

午前８時３０

分から午後７

時３０分まで 

・鳥取市気高町農業者トレーニン

グセンターで鍵の貸し出しを行う 

・開場時間は午前９時から午後７

時まで 

・年間を通して、午後４時から午

後６時まで（水、日曜日を除く）は

気高中学校の部活動で占用 
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鳥取市鹿野町農

業者トレーニン

グセンター 

・１２月２９日から 

翌年の１月３日まで 

・休日 

・午前８時３

０分から午後

１０時まで 

・月曜日は午

後５時１５分

まで 

  

鳥取市鹿野町Ｂ

＆Ｇ海洋センタ

ー 

・９月１日から ５

月３１日まで・月曜

日及び休日 

午前１０時か

ら午後７時ま

で 

・６月中旬から開館、夏休みまで

は午後３時から午後７時まで開

館・夏休み中は午前１０時から午

後７時まで開館・正午から午後２

時までは休憩 

鳥取市鹿野町運

動広場 

 午前８時３０

分から午後１

０時まで 

・鳥取市鹿野町農業者トレーニン

グセンターで鍵の貸し出しを行う 

・１２月２９日から 翌年の１月

３日までは休場 

鳥取市青谷町グ

ラウンド 

・１２月２９日から

翌年の１月３日まで 

午前９時から

午後１０時ま

で 

・鳥取市青谷町農林漁業者トレー

ニングセンターで鍵の貸し出しを

行う 

鳥取市青谷町グ

ラウンドテニス

コート 

・１２月２９日から

翌年の１月３日まで 

午前９時から

午後１０時ま

で 

・鳥取市青谷町農林漁業者トレー

ニングセンターで鍵の貸し出しを

行う 

鳥取市青谷町農

村広場 

 午前９時から

午後７時まで 

・鳥取市青谷町農林漁業者トレー

ニングセンターで鍵の貸し出しを

行う 

・１２月２９日から 翌年の１月

３日までは休場 

鳥取市青谷町体

育館 

・１２月２９日から

翌年の１月３日まで 

・月曜日 

午前９時から

午後１０時ま

で 

・鳥取市青谷町農林漁業者トレー

ニングセンターで鍵の貸し出しを

行う 

鳥取市青谷町農

林漁業者トレー

ニングセンター 

・１２月２９日から

翌年の１月３日まで 

・月曜日及び休日 

午前９時から

午後１０時ま

で 

 

 

② 休館日及び開館時間等の変更 

休館日及び利用時間は「鳥取市体育館の設置及び管理に関する条例施行規則（昭和４８年

鳥取市教育委員会規則第１０号）」、「鳥取市農林漁業者トレーニングセンターの設置及び管

理に関する条例施行規則（平成１６年鳥取市教育委員会規則第２２号）」、「鳥取市海洋セン

ターの設置及び管理に関する条例施行規則（昭和５９年鳥取市教育委員会規則第７号）」、

「鳥取市多目的運動広場の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１６年鳥取市教育委
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員会規則第５１号）」、「鳥取市テニス場の設置及び管理に関する条例施行規則（昭和５５年

鳥取市教育委員会規則第６号）」及び「鳥取市多目的スポーツ広場の設置及び管理に関する

条例施行規則（平成１６年鳥取市教育委員会規則第２３号）」によるものとします。ただし、

施設利用者に対するサービス向上のため、規則の規定を上回るサービス提供が可能な場合

は、積極的に提案してください。教育委員会が承認する範囲内で、規則改正の上、管理運営

を行っていただきます。ただし、開館日、開館時間が増加しても指定管理料は、7－⑴に示

す金額の範囲内での対応となります。 

⑶ 利用料金等 

体育センター等は、利用料金制を採用しています。 

⑷ 個人情報の取り扱い 

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第６６条第２項

第２号において準用する同条第１項の規定を遵守し、個人情報が適切に保護されるよう配慮

するとともに、体育センター等の管理に関し知り得た情報を漏らし、又は管理以外の目的に

使用してはなりません。 

⑸ 守秘義務 

指定管理者は、指定管理業務を行うにあたり、業務上知り得た内容を第三者に漏らしたり、

自己の利益のために使用したりすることはできません。指定期間が終了した後（指定期間中

で指定管理者が雇用していた者が本業務に従事しなくなった場合も含む。）も同様とします。 

⑹ 情報公開 

指定管理者は、鳥取市情報公開条例（平成１１年鳥取市条例第１号）第３１条の２の規定

を遵守し、体育センター等の管理に関して保有する情報の積極的な公開に努めてください。 

⑺ 関係法令の遵守 

指定管理者は、体育センター等の管理にあたっては、労働基準法（昭和２２年法律第４９

号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）、労働契約法（平成１９年法律第１２８号）、

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）その他仕様書に記載する

関係法令を遵守してください。また、指定期間中に法令等に改正があった場合には、改正さ

れた内容に基づくものとします。 

⑻ 従業員の福利厚生事業 

労働安全衛生法で定められた従業員の健康管理のため、指定管理料に基本健康診断料を算

定していますので、予算計上の上、必ず実施してください。 

また、福利厚生事業の充実を検討される場合は、指定管理料には算定していませんが、「ひ

まわりセンター（一般財団法人鳥取市中小企業勤労者福祉サービスセンター 所在地：鳥取

市本町三丁目２０１番地）」の会員となられることをお勧めします。（会費８００円／人月） 

⑼ 退職金制度への加入 

施設従業員の退職手当については、指定管理料に独立行政法人勤労者退職金共済機構が運

営する「中小企業退職金共済制度」掛け金を、正職員１人あたり月額 16,000 円（年額１人あ

たり 192,000 円）３人分を算定していますので、独自の退職金制度をもつ団体等を除いて、

収支予算計画書に計上していただき、指定管理者となった場合には必ず加入してください。 

なお、非常勤職員分については指定管理料に算定していませんが、加入についてご検討く

ださい。 
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⑽ 職員の継続雇用及び雇用形態等 

指定管理者となる団体は、管理業務を行うために必要な職員について、従前から施設管理

を行ってきた団体の従業員を、引き続き雇用するよう努めてください。 

⑾ 環境保全に配慮した施設運営 

本市では、地球の環境改善に配慮した取り組みを進めています。指定管理施設でも同様に

取り組んでいただくため、指定管理者には、ごみの減量化、リサイクルの徹底、エネルギー

の節減等、地球環境に負荷を与えないシステムづくりを求めます。 

⑿ 業務の再委託 

① 指定管理者は、業務の全部又は事業の運営を第三者に委託し又は請け負わせることはで

きません。ただし、施設の維持補修、清掃、あるいは施設に付随する機器類の点検等の業

務について、あらかじめ市長（又は教育委員会）の承認を受けた上で個々に委託すること

はできます。 

② 障がい者団体の活用について 

本市では、「鳥取市障がい者計画」において障がい者団体等の社会活動の促進を図ること

としており、指定管理者に行っていただく業務の中で、清掃業務等を委託される場合には、

障がい者団体の積極的な活用についてご検討ください。なお、該当団体名等については、

募集担当課へお問い合わせください。 

⒀ 利便施設設置に係る行政財産の目的外使用 

施設利用者の便益を図るための売店、自動販売機等の設置については、指定管理者が直接

設置するか、第三者に委託して設置するか等を本市と協議した上で、鳥取市財産規則（昭和

３９年鳥取市規則第６号）に規定する申請書を提出してください。 

⒁ 防火管理者の配置 

この施設は、消防法（昭和２３年法律第１８６号）の規定により防火管理者の選任が必要

な施設ですので、指定管理者は防火管理者（甲種）を選任し、消防計画書と併せ、防火管理

者選任届出及び防火管理者資格講習修了証の写しを消防署へ提出しなければなりません。な

お、提出にあたっては、教育委員会にあらかじめ報告することとし、防火管理者が行う業務

の内容は仕様書のとおりとします。 

⒂ 電気主任技術者の配置 

自家用電気工作物の電気主任技術者の選任の届出は設置者が行うこととなっているため、

電気主任技術者の変更等の届出が必要な場合には、事前に教育委員会と協議してください。 

⒃ 自主事業に関する留意事項 

 ① 『自主事業』とは、管理業務の範囲外で、指定管理者の責任と費用により実施する事業

など、指定管理者の提案により実施する事業を指します。（例：イベント、物品販売等） 

② 指定管理の応募申請時には、サービス向上及び利用促進に効果的と認められる事業を自

由な発想で提案していただけますが、応募申請時の事業計画書に記載された自主事業のう

ち、施設利用に不適当な事業は実施を許可しない場合があります。自主事業の実施が認め

られない場合、応募申請を辞退されるのであれば、必ずその旨を事業計画書に明記してく

ださい。 

③ 自主事業の実施の可否等については、選定後、改めて協議するものとします。また、指

定管理開始後の新たな自主事業についても、あらかじめ教育委員会と協議してください。 
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  ④ 自主事業を行う場合には、あらかじめ自主事業実施計画書（様式は問いません。）を提出

しなければなりません。 

  ⑤ 自主事業の実施にあたっては、行政財産使用料を納付していただく場合があります。 

  ⑥ 従前の指定管理者が実施していた自主事業について、継続的実施に向けてご検討くださ

い。 

  ⑦ 自動販売機設置手数料及び自主事業による収入を指定管理者の収入として収受するこ 

とができます。 

⒄ 緊急時の対応 

指定期間中、管理業務の実施に関連して事故や災害等に備え、緊急時連絡網を整備してく

ださい。緊急事態が発生したときは、直ちに必要な措置を講じるとともに、本市に対して緊

急事態発生の旨を遅滞なく通報してください。 

また、万一の事故に備え事故対応マニュアルを定めるとともに、災害時においても迅速に

行動するための災害等対応マニュアルの策定に努めてください。 

事故等が発生したときは、本市と協力して事故等の原因調査に当たってください。 

また、万一の事故に備え事故対応マニュアルを定めるとともに、災害時においても迅速に

行動するための災害等対応マニュアルを策定してください。   

事故等が発生したときは、本市と協力して事故等の原因調査に当たってください。 

① 感染症対策について 

日常の衛生管理を徹底するとともに、新型インフルエンザ、新型コロナウイルス、ノロウ

イルス等の感染症を予防し、拡大を防ぐために必要な対策を行ってください。 

② 避難所運営への協力 

災害発生時の緊急対応として一時的にこの施設を避難場所とする必要がある場合は、本市

が施設の管理権限を持つものとします。 

避難所開設期間中の水道、ガス、電気、時間外労働等の経費および本市の責めに帰すべき 

事由により発生した損害に係る費用については、協議の上、原則として本市が負担するこ 

ととしています。 

本市の防災計画については「鳥取市地域防災計画（令和６年度修正）」中「第２部 災害

予防計画 第１０章 避難所等整備計画」P.47～52 をご確認ください。 

参照 URL httpｓ://www.city.tottori.lg.jp/www/contents/1742795744200 

/simple/R6honpen.pdf 

なお、鳥取市鹿野町農業者トレーニングセンターは「指定避難所」、鳥取市気高町勤労者体

育センター、鳥取市気高町農業者トレーニングセンター、鳥取市気高町運動広場、鳥取市鹿

野町運動広場、鳥取市青谷町グラウンド、鳥取市青谷町農村広場、鳥取市青谷町体育館及び

鳥取市青谷町農林漁業者トレーニングセンターは「指定緊急避難場所」です。また、それ以

外の施設は「指定避難所又は指定緊急避難場所」ではありませんが、臨時的に避難所とされ

る場合があります。いずれにしても、施設を避難所とした際には、避難所の運営を本市で行

い、施設管理を指定管理者に行っていただきます。 

⒅ 公職選挙等の投票所 

鳥取市鹿野町農業者トレーニングセンターは公職選挙等の投票所として使用されています

ので、以下のとおり協力するものとします。また、それ以外の施設は現時点では公職選挙等
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の投票所ではありませんが、必要に応じて以下のとおり協力するものとします。 

① 本市選挙管理委員会から公職選挙等の執行時、投票所として使用依頼が行われた場合は、

自主事業を含めその他利用に優先して協力しなければならないものとし、利用予定者との

連絡調整に必要な措置は指定管理者が行うものとします。 

② 投票所として使用する際は、設営時以降、投票日当日まで原則全室利用を禁止します。 

⒆ その他 

① 本市ではスポーツ施設・文化施設の利用予約に際し、インターネット予約システム「と 

っとり施設予約サービス（URL：https://p-kashikan.jp/tottori/）」による管理を行って 

いるため、対応できるようにすること。利用者の利便性の向上を図るため、積極的な 

活用をしてください。 

② 管理運営の基準に関する詳細は、別途教育委員会と指定管理者との間で締結する協定で

定めることとします。 

 

６ 利用料金等の収入 

⑴ 体育センター等施設の利用料金は、指定管理者があらかじめ教育委員会の承認を得て、体

育館条例、トレーニングセンター条例、海洋センター条例、多目的運動広場条例、テニス場

条例及び多目的スポーツ広場条例に規定する金額の範囲内で額を定め、指定管理者が収受し

ます。収受した利用料金は施設の管理運営経費に充てていただくこととなります。なお、管

理期間中に利用料金を見直す必要があった場合は、影響について指定管理者と本市が協議す

るものとします。 

⑵ 施設管理に伴い想定以上の多大な利益があった場合は、その扱いについて協議するものと

します。 

多大な利益があった場合とは、管理経費を上回る収入により生じる剰余金があり、かつ年

度ごとの利用料金収入が当初の収支計画に対して１２０％を超えた場合とします。 

⑶ 体育館条例第８条、トレーニングセンター条例第８条、海洋センター条例第８条、多目的

運動広場条例第６条、テニス場条例第６条及び多目的スポーツ広場条例第６条の規定により

利用料金の減免基準を定めることができます。公益上特に必要と認めたときとして次に掲げ

る事項を含めた利用料金の減免基準を策定してください。 

ア 本市が主催及び共催する事業 

イ 体育館条例、トレーニングセンター条例、海洋センター条例、多目的運動広場条例、テ

ニス場条例及び多目的スポーツ広場条例に規定する障がい者等で、介護を必要とする者

の介護者も無料とします。 

ウ 鳥取市気高町Ｂ＆Ｇ海洋センター、鳥取市気高町龍見台テニスコート、鳥取市鹿野町Ｂ

＆Ｇ海洋センター及び鳥取市青谷町グラウンドテニスコートは、とっとり県民の日等に

係る施設使用料等の特例に関する条例に規定する日は料金を徴収しないこととします。 

指定管理者が利用料金の減額又は免除を行ったことによる補てんは行いませんが、管理開

始後、本市が新たに利用料金の減免対象の追加を求めた場合には、減収分の扱いについて協

議するものとします。 

⑷ 利用料金の回数券を発行する場合、その利用期限は、指定管理者の指定期間の末日までとします。 

なお、鳥取市気高町Ｂ＆Ｇ海洋センターにおいては、気高中学校の体育授業（水泳）、また鳥
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取市気高町龍見台テニスコートにおいては、気高中学校の部活動（テニス）による占用時に

利用できないことを周知した上で発行してください。 

 

７ 指定管理者の業務に係る経費 

⑴ 指定管理料の上限 

指定管理者に対する指定期間５年間分の指定管理料総額の上限額は２５６，２７６千円（消

費税及び地方消費税相当額を含む：税率１０％）としますので、その金額の範囲内で収支予

算計画書（様式３）を作成してください。   

※ 指定管理料は、原則として応募申請時に提出された収支予算計画書の提案金額となりま

すが、次の場合等は協議により中途で指定管理料を変更することがあります。 

・ 体育館条例、トレーニングセンター条例、海洋センター条例、多目的運動広場条例、テ

ニス場条例及び多目的スポーツ広場条例で規定する利用料金の上限金額を変更したこと、

自動車専用道路の整備により施設利用の需要が大きく変化したことなど、指定管理者の収

入について増加又は減少が見込まれる場合等 

・ 消費税率の変更や水道料金の改定など法令等の改正により支出の大幅な増加又は減少が 

見込まれる場合 

・ 人件費、光熱水費および物価について急激で著しくかつ通常予測不能な物価変動が認め 

られる場合は、教育委員会と指定管理者が協議の上、必要と認められる金額の範囲内で指

定管理料の変更を行うことができるものとする。 

⑵ 指定管理料の支払い 

会計年度（４月１日から翌年３月３１日）を基準とし、指定管理者の請求に基づき支払う

ものとします。 

なお、支払時期、支払額や支払方法は協定により定めます。 

⑶ 教育委員会が支払う指定管理料に含まれるもの 

  教育委員会が支払う指定管理料に含まれるものの詳細は、別紙１のとおりとします。 

⑷ 修繕費の取り扱いについて 

① 体育センター等の施設修繕費については、令和８年度から令和１２年度まで毎年度３０

０万円を収支予算計画書に計上してください。修繕金額が計上額を上回る場合には、協議

の上、原則として教育委員会が負担します。 

なお、毎年度の修繕金額が当該年度の計上額を下回る場合には、仕様書のとおり教育委

員会へ返納していただきます。 

② 小規模修繕等契約希望者登録事業者について  

少額で内容の軽易な修繕等をされる場合には、鳥取市小規模修繕等契約希望者登録事業者

の積極的な活用についてご検討ください。 

⑸ 業務未実施等に係る経費の返納 

次のような特別な事情が生じた場合には、協議の上、指定管理料から当該金額を返納して

いただくことがあります。 

  ・ 仕様書で示した管理業務等の一部を実施できなかった場合の費用の減額分 

・ 実際に業務に携わる職員数が仕様書に規定する職員数を下回る状態が長期にわたり継続

する場合における、実際の人件費と算定した人件費との差額分 



 - 14 - 

⑹ 区分会計の独立 

指定管理者は管理運営に係る経理事務を行うにあたり、団体の会計と別の会計を設けてく

ださい。 

⑺ 管理口座 

経費及び収入は、団体自体の口座とは別の口座で管理してください。 

⑻ 公租公課 

指定管理者には収益事業に対する納税義務が発生することがあります。詳しくは本市市民

税課、国税については税務署、県税については鳥取県東部県税事務所へそれぞれお問い合わ

せください。 

⑼ 通勤車両等の駐車場利用 

施設の駐車場は、利用者のために設置しているものであり、原則として施設管理従事者の

通勤車両等は駐車できません。ただし、希望がある場合は、市民の利用を妨げない範囲内で

行政財産使用の許可を受け、行政財産使用料を納付したうえで駐車できます。施設使用料は、

鳥取市行政財産使用料条例（昭和５１年鳥取市条例第５号）の規定に基づき算出します。 

なお、管理業務に使用する車両は、１台分について減免を行います。 

 

８ 備品の管理等 

⑴ 備品管理契約 

 現在設置している備品（別紙２）について、備品管理契約を締結することとします。 

⑵ 備品の調達 

指定管理業務を実施する上で必要不可欠であると教育委員会が判断した新規備品及び経年劣

化等により更新が必要となった配置備品については、原則として教育委員会が調達することと

します。また、その状態や所在について確認を行うことがあります。 

なお、指定管理者が自らの判断で購入又はリースする備品については、指定管理者に帰属す

ることとしますが、購入等にあたっては、事前に教育委員会に報告してください。 

⑶ 修繕義務等 

 ア 教育委員会が購入する備品 

教育委員会が購入する備品（教育委員会と指定管理者が締結する備品管理契約に掲載して

いる備品とします。）の修繕については、あらかじめ定められた基準修繕費の範囲で指定管理

者が教育委員会の事前承認を受けたうえで、実施してください。 

イ 指定管理者が購入等する備品 

指定管理者が自らの判断で購入等する備品については、指定管理者が修繕費用を負担する

こととします。ただし、施設管理に必要不可欠な備品であると年度当初に協議の上、決定し

たものについては、本市が購入する備品に準じて取扱うものとします。     

⑷ 調達した備品の帰属、備品管理等 

区分 
備品の

帰属 
備品管理 指定期間終了時の取り扱い 

① 
教育委

員会 
本市の規程に従い行う 

指定管理者の指定替えがあった場合には、引き続き

新たな指定管理者により当該業務のために使用され

る。 

② 
指定管

理者 
本市の規程に従う必要なし 

指定替えがあった場合には、購入した指定管理者が

撤去する。なお、指定管理者から申し出があれば、
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寄附受領等の対応を行うことを検討する。（ただ

し、リース備品についてはこの限りでない。） 

 

９ 指定管理者と教育委員会の責任分担  

指定管理者と教育委員会との責任は、原則として次の表の左欄に掲げる項目について同表の

中欄又は右欄に○印のついた者が負うものとします。なお、詳細については、指定管理者と教

育委員会が締結する協定で定めます。 

内  容 
指定 

管理者 

本市 

（又は教育

委員会） 

人件費、光熱水費および物価の変動 ○※１  

施設・設備・備品の保守点検 ○  

施設・設備・備品の維持管理 ○  

施設・設備の

修繕 

 

指定管理者に帰責事由があるもの ○  

建物及び設備の劣化、

損傷部分又は機器の

性能、若しくは機能を

実用上支障のない状

態まで回復させる修

繕 

基準修繕費以内の

修繕 
○  

基準修繕費を超え

る修繕 
 ○ 

資産価値の向上又は耐用年数の延長につな

がる修繕 
 ○ 

備品の調達 （任意） ○ 

備品の修繕  

指定管理者帰属の備品の修繕 ○  

市帰属の備品が、指定管理者の責により毀

損、滅失した場合の備品の修繕 
○  

市帰属の備品が、特定

不能な第三者の責に

より毀損、滅失した場

合の備品の修繕 

基準修繕費以内の

修繕 
○  

基準修繕費を超え

る修繕 
 ○ 

施設・設備・備品の管理上の瑕疵による損傷の修繕 ○  

行政財産の使用許可 ※２  ○ 

安全衛生管理 ○  

事故・火災等による施設・備品の損傷 ※３ 協議事項 

不可抗力によるもの ※４ 協議事項 

利用者の被

災に対する

責任  

施設等の設置上の明白な瑕疵に係るもの  ○ 

施設等の管理上の明白な瑕疵に係るもの ○  

上記以外のもの ※３ 協議事項 
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各種保険へ

の加入 

市民総合賠償保険への加入 ※５  ○ 

指定管理者が独自の事業を運営する場合に

おいて、その運営上もたらされる損害賠償、

個人情報の漏洩等による利用者等への損害

賠償保険への加入 

○  

施設の火災保険への加入  ○ 

災害復旧  ○ 

包括的な管理責任  ○ 

※１ 急激で著しくかつ通常予測不能な変動が認められる場合は、教育委員会と指定管理者

が協議の上、必要と認められる金額の範囲内で指定管理料の変更を行うことができるも

のとする。 

※２ 自主事業により、食堂、物産販売等を実施する場合のほか、自動販売機を設置する際

にも行政財産の使用許可が必要です。 

※３ 協議事項については、事案の原因ごとに判断することとします。ただし第一次責任は

指定管理者が有し、これらが発生した場合は、迅速かつ適切に対応し、直ちに教育委員

会に報告することとします。 

※４ 地震、津波、豪雨等による自然災害により施設の管理運営が著しく困難な場合は、原

則、上記責任分担表の不可抗力として指定管理者と教育委員会により、施設管理方法や

費用負担についての協議を行った上で、必要に応じて各協定書や仕様書の変更を行うも

のとします。 

※５ 市民総合賠償責任保険について 

利用者、財物に対する賠償責任保険です。管理業務上負う損害賠償責任についても当 

保険が適用されますが、本市が損害を賠償した場合であっても、指定管理者に帰責性が

あるときは、本市は指定管理者に求償する場合があります。 

市民総合賠償責任保険金限度額（変更になる場合があります。） 

身体賠償 １名につき１億５，０００万円（１事故につき１５億円） 

財物賠償 １事故につき２，０００万円 

なお、次の場合は保険適用の対象外です。 

① 施設内で指定管理者が独自の事業を運営する場合において、その運営上もたらされ

る損害賠償責任 

② 個人情報の流出によるもの 

③ 福祉施設、保養施設及び一時保育・学童保育以外で生産、販売、提供された飲食物

及びその他の製品によるもの 

 

１０ 応募者の資格 

応募者の資格は、以下に掲げる条件をすべて満たすこととします。 

⑴ 団体であること。（法人格の有無は問いません。また、個人は対象外とします。） 

⑵ 地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４第２項（地方自治法施行令第

１６７条の１１において準用する場合を含む。）の規定により、本市における一般競争入札
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等の参加を制限された者でないこと。 

⑶ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てが行われた 

団体又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てが行 

われた法人等でないこと。 

⑷ 団体の代表者が法律行為を行う能力を有しない者、破産者で復権を得ない者、禁固以上の 

刑の執行を終了又は執行を受けることがなくなってから2年を経過していない者でないこと。 

⑸ 申請施設について法第２４４条の２第１１項の規定により指定管理者の指定の取り消し、 

又は指定管理者候補者を失格とされた団体にあっては、指定の取消し又は失格とされた日か 

ら2年を経過していること。 

⑹ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条 

第２号に規定する暴力団をいう。）及びその統制下にある団体又は構成員でないこと。 

※ 鳥取市の行政事務からの暴力団等の排除に関する要綱（平成２４年１月１７日施行）第 

３条の規定に基づき、指定管理者応募者が排除措置対象者であるかどうかを管轄の警察署 

に照会する場合があります。 

⑺ 団体またはその代表者が鳥取市税、消費税及び地方消費税について滞納がない者。ただし、 

申請時点で本市内に営業所等を置かない団体については、所在する市町村民税について滞納 

がない者であること。 

⑻ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的とする団体でない 

こと。 

⑼ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする団体でないこと。 

⑽ 鳥取市議会の議員、市長、副市長、教育長、会計管理者、指定管理者の選定の決定に関与す 

る本市の職員並びに法第１８０条の５第１項及び第３項に規定する委員会の委員（監査委員 

を含む。）が会長、副会長、社長、副社長、代表取締役、専務取締役、常務取締役、理事長、

副理事長、専務理事、常務理事その他これらに準ずる常勤の役員に就任している法人その他

の団体でないこと。 

⑾ 消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）に係る対応が適切に行える団体であるこ 

と。 

 

１１ 複数の団体による応募の条件 

単独の団体で、指定管理者が行う業務の範囲についてすべてを担えない場合は、複数の団体に

より構成されるグループによる応募申請ができます。 

グループ応募の資格は、以下に掲げる条件を満たす必要があります。 

⑴ 単独で応募申請した団体は、別途グループ応募の構成員となることができません。 

⑵ グループ応募の構成員である団体が他のグループ応募の構成員となることはできません。 

⑶ グループ応募の場合は、代表となる団体を定めてください。この場合、代表団体はグルー

プにおける責任割合が最大であることを必要とします。 

 

１２ 申請の手続き 

この要項により指定管理者の指定を受けようとするものは、次に掲げる書類を受付期間内に提

出してください。 
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⑴ 指定申請書（様式１） 

⑵ 事業計画書（様式２） 

※体育センター等を管理するにあたって、特に重点を置いている所や従前の管理運営から

の改善箇所、具体的な取り組みの提案などについて、できるだけ詳しく、また分かりやす

く記入してください。 

⑶ 収支予算計画書（様式３） 

① 指定期間内の運営計画に基づいた収支予算計画書を作成してください。 

② 指定管理料は提出された収支予算計画書に基づいて支払われます。 

③ 施設の管理運営に係る直接業務費以外で、本社（本部）機能の維持に係る経費を算入す

ることができます。なお、一般管理経費を計上して提案を行う場合には、内容や積算根拠を

具体的に明示してください。 

⑷ 実施体制表（様式４） 

体育センター等を管理運営していくにあたって、計画している職員配置を示してください。 

⑸ 団体の概要書類 

① 団体の概要に関する書類（様式６） 

② 定款又は寄附行為（法人以外の団体にあってはこれに類するもの） 

③ 役員の名簿（氏名、フリガナ、住所、生年月日が記載されたもの） 

④ 事業（営業）報告書（直近３事業年度分） 

⑤ 貸借対照表、損益計算書（又は収支決算書）（直近３事業年度分） 

⑹ その他証明書類 

① 法人の登記事項証明書（３か月以内に取得したもの） 

② 印鑑証明書（３か月以内に取得したもの） 

③ 市町村民税、消費税及び地方消費税について、滞納がないことを証明するもの（３か月

以内に取得したもの） 

※本市に納税義務がある場合、本市市民課又は各総合支所市民福祉課で法人の「滞納なし

証明」を取得してください。（法人でない場合は代表者の滞納なし証明） 

④ 指定管理者応募資格制限に該当しないことの申立書（様式７） 

⑺ 労働条件に関する書類 

① 労働条件等報告書（様式８） 

体育センター等を管理運営するために雇用する従業員について、雇用条件をご記入くださ

い。 

※ 常勤正職員、非常勤職員等、採用形態ごとに作成してください。 

② 就業規則の写し（労働基準法第８９条に該当する場合） 

⑻ グループ応募の場合の追加書類 

① グループ構成員表（様式１－２） 

② グループ応募における各団体の役割、責任分担に関する事項（様式５） 

③ グループ規約（案も可）又はグループ協定書の写し 

また、グループ構成員ごとに⑸～⑺の書類を提出してください。 

⑼ 提出部数  ９部（正本１部、副本７部、製本しないもの１部） 

※ 提出書類は原則として A4判縦型で提出してください。 
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⑽ 留意事項 

① 必要に応じ、追加資料の提出をお願いすることがあります。 

② 応募１団体又は１グループにつき、応募申請は１件とします。 

③ 新たに法人等を設立する場合は、その法人等を申請者として設立母体となる法人等の書   

  類⑸～⑺を提出してください。なお、指定管理者候補者に選定された場合は当該法人の法

人登記事項証明書及び認証済定款を速やかに提出してください。 

④ 提出された書類に虚偽又は不正があった場合は、失格とします。 

⑤ 提出された書類の差し替え及び再提出はできません。 

⑥ 提出された書類は、返却しません。 

 ⑦ 応募申請に際して必要となる費用は応募者の負担とします。 

 ⑧ 指定申請書提出後に辞退する場合は、辞退届（様式９）を提出してください。 

 ⑨ 指定管理者として指定された団体以外は、応募者名は公表しません。 

⑩ 自己の利益を図る目的で、鳥取市教育委員会指定管理者選考委員会委員及び本市関係職

員に接触することを禁じます。接触が判明した場合は、失格となる場合があります。 

 ⑪ 提出された書類は、鳥取市情報公開条例に基づく情報公開請求の対象となります。 

⑫ 応募者が提出する事業計画書等の著作権は、提出した法人等に帰属します。ただし、本

市は選定結果の公表等に必要な場合には、事業計画書等の内容を無償で使用することがで

きることとします。 

⑾ 申請の提出方法及び受付期間 

提出方法：持参または郵送 

受付期間：令和７年１０月２３日～１０月３０日 

持参の場合－受付時間は平日の午前８時３０分から午後５時１５分まで 

郵送の場合－受付期間内必着 

応募書類の提出場所： 

〒６８０－８５７１  鳥取市幸町７１番地 鳥取市役所本庁舎５階 

鳥取市教育委員会事務局 生涯学習・スポーツ課（５８番窓口） 

 

１３ 募集要項の配布 

 （公募の場合） 

配布方法：①本市公式ウェブサイトに掲載。 

②問い合わせ先の募集担当課で配布。 

配布期間：令和７年９月２５日～１０月３０日 

開庁日（土日祝日を除く）における午前８時３０分から午後５時１５分までと

します。 

 

１４ 業務説明会及び現地見学会（応募者は、可能な限りご参加ください。） 

日  時：令和７年１０月８日（水）午後１時 ～ 

場  所：鳥取市鹿野町鹿野３４２番地 鳥取市鹿野町農業者トレーニングセンター 

申込方法：参加申込書（様式１０）を記入の上、ファクシミリ、電子メールにより前日ま

でに問い合わせ先へ提出してください。 
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１５ 質問書受付及び回答 

受付方法：質問書（様式１１）に記入の上、問合せ先にファクシミリ、電子メールにより

提出してください。 

受付期間：令和７年９月２５日～１０月１４日 

回答方法：質問者に個別にファクシミリ又は電子メールで回答するとともに鳥取市担当部

署の本市公式ウェブサイトにも随時掲載します。 

 

１６ 指定管理者候補者の選定 

⑴ 指定管理者候補者の選定は、選定要領に基づき、鳥取市教育委員会指定管理者選考委員会

の選考を経て、市長が行います。 

⑵ 応募者の審査は、鳥取市教育委員会指定管理者選考委員会が提出された事業計画書等及び

ヒアリング（１団体１０分程度予定）により、別紙３の審査基準に基づいて行います。なお、

ヒアリング時の追加資料提出は認めません。ヒアリングの時間、場所、実施方法等は、応募

書類提出後に別途連絡します。 

⑶ 現指定管理者の管理実績評価に伴う加点の有無 

この施設の公募にあたっては、現在の指定管理者に対する１０％加点は行われません。  

⑷ 応募者が１者であっても、評価基準に基づく審査の結果、候補者として適した者がいない

と認める場合には失格となり、候補者を選定しない場合もあります。 

⑸ 選定結果は公表しますが、選定されなかった団体については匿名での公表となります。 

 

１７ 指定管理者の指定 

⑴ 指定管理者の指定 

指定管理者候補者は、令和７年１２月鳥取市議会定例会での指定管理者の指定の議決後、

正式に指定管理者として指定されます。 

⑵ 指定管理者に指定しない場合等 

市議会の議決を経るまでの間に指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事

案が生じたときは、指定管理者に指定しないことがあります。 

なお、市議会の議決が得られなかった場合においても、体育センター等に係る業務及び管

理の準備のために支出した費用については一切補償しません。 

また、指定管理者が行う施設の管理の適正を期すために教育委員会が行う指示に従わない

とき、その他指定管理者による管理を継続することが適当でないと認められるときは、指定

管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずるこ

とがあります。 

⑶ 業務の引継ぎ 

指定期間の終了又は指定の取消しにより、指定管理業務の引継ぎが必要となった時は、本

市又は本市の指定するものに本業務の引継ぎを行ってください。引継ぎにおいては、現地確

認又は資料等を用いて必要な説明を行い、必要な事項に対する申出があれば応じます（ただ

し、応じることができない合理的な理由がある場合を除きます）。 

なお、業務の引継ぎには現場研修等必要な内容を含むものとし、業務の引継ぎに必要な経

費は全て指定管理者の負担とします。 
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新指定管理者が体育センター等の管理を開始する前に、旧指定管理者が既に受け付けてい

る利用予約については、新指定管理者が引き継ぐものとします。指定管理者の変更により利

用申込者が不利益を被ることのないよう適正な引き継ぎを行ってください。ただし、指定期

間終了後、引き続き指定管理者に指定されている場合は、この限りでありません。 

⑷ 業務の準備 

指定管理者に指定された後は、自己の責任及び負担において円滑に施設の管理に係る業務

が開始できるように、人的及び物的体制を整えてください。 

 

１８ 指定管理者の協定の締結 

⑴ 協定の締結 

議会の議決を経て正式に指定管理者として指定されると、指定期間における基本的な事項を

定めた「基本協定」及び年度（４月１日～翌年３月３１日）ごとに「年度協定」を締結します。 

協定する内容は次のとおりです。 

【基本協定の主な内容】   

○事業計画書に記された事項 

○利用料金に関する事項 

 ○本市が支払うべき管理の費用に関する事項 

 ○事業報告書に関する事項 

 ○指定の取り消し及び管理業務の停止に関する事項 

 ○管理に関し保有する情報の公開に関する事項 

 ○管理に関し知り得た個人情報の保護に関する事項 

 ○施設利用者の満足度を調査し、報告する事項 

 ○損害賠償等（リスク分担）に関する事項 

 ○権利・義務の譲渡の禁止に関する事項 

 ○その他必要事項 

 （指定管理者がグループ応募の場合は次の事項が加わります。） 

 ○構成員による権利義務の譲渡等の制限に関する事項 

 ○代表団体に係る倒産の場合など、指定管理者の指定の取り消しに関する事項 

 ○代表団体、構成団体の変更の禁止に関する事項 

 ○代表団体の権限、構成員の相互間の責任分担に関する事項 

 ○構成員の脱退に対する措置に関する事項 

 ○その他必要事項 

【年度協定の主な内容】 

 ○管理業務の内容に関する事項 

 ○指定管理料の額に関する事項 

 ○指定管理料の支払い時期及び支払い方法に関する事項 

 ○剰余金に関する事項 

○その他必要事項 

 ⑵ 留意事項 

指定管理者の指定を受けた者が協定の締結までに次に掲げる事項に該当することが判明した
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場合は、指定管理者の指定を取り消し、協定の締結をしないことがあります。この場合、本市

は生じた損害に対する賠償の責めを負いません。 

① 資金事情の悪化等により、事業の履行が確実でないと認められるとき 

② 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき 

 

１９ 業務実施に関する評価 

指定管理者の業務実施状況については、毎年度、設定した指標等に基づいて評価を行い、その

結果を本市公式ウェブサイト等で公表します。 

 

２０ 事業の継続が困難になった場合における措置 

⑴ 指定管理者の責めに帰すべき事由により、体育センター等の管理が困難になった場合又は

そのおそれが生じた場合に、教育委員会は法第２４４条の２第１０項の規定により、指定管

理者に対して管理業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地調査し、又は必要な指示をす

ることがあります。 

この場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかったときは、教育

委員会は法第２４４条の２第１１項の規定により指定管理者の指定を取り消すことがありま

す。 

⑵ 指定管理者の財務状況が著しく悪化し、指定に基づく管理の継続が困難と認められる場合

に、教育委員会は法第２４４条の２第１１項の規定により、指定管理者の指定を取り消すこ

とがあります。 

また、指定管理者がグループの場合で、その構成団体の一部の法人等について管理の継続

が困難と認められる場合でも、残存の法人等により継続して適正な管理が可能と認められる

場合には、当該管理の継続を認めるものとします。ただし、当該管理が困難と認められる場

合には、教育委員会は指定管理者の指定を取り消すことがあります。 

⑶ 上記により、指定管理者の指定を取り消された場合には、指定管理者は本市に生じた損害

を賠償しなければなりません。 

⑷ 不可抗力その他教育委員会又は指定管理者の責めに帰することができない事由により、事

業の継続が困難となった場合には、教育委員会と指定管理者は事業継続の可否について協議

することとします。 

 

２１ 問い合わせ先 

 〒６８０－８５７１ 鳥取市幸町７１番地 

   鳥取市教育委員会事務局 生涯学習・スポーツ課（５８番窓口） 

   電話（０８５７）３０－８４２８ 

  ファクシミリ（０８５７）２０－３９５４ 

    メールアドレス  kyo-gakuspo@city.tottori.lg.jp 


